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要  旨   

有明地域保健医療福祉連携協議会「老人小委員会」が実施した、「有明地域  

における介護保険サービス利用に関する調査」の結果は、昨年の本学紀要に報  

告している。今回は、居宅サービス利用者に焦点を当て、介護保険利用に関す  

る現状と評価を分析したところ、職員の対応がサービス選択で重視され、相談  

窓口として介護支援専門員が多く認知されており、ケアプランの理解度と満足  

度は高く、介護保険サービス利用の効果は利用者のQOL向上に反映されてい  

る等、概ね有効に機能していた。一方、自己負担額や保険料が経済的負担であ  

る者も4剖ほどいることも明らかになった。  

キーワ陶ド：介護保険  居宅サービス  高齢者在宅ケア 介護支援専門員  

おける高齢者在宅ケアの課題分析の基礎資料  

とする。  

Ⅰ．はじめに   

介護保険施行後、約1年経過した時期の、  

K県A地域の介護保険サービス利用に関する  

現状と評価を明らかにするために、A地域保  

健医療福祉連携協議会－）で行った調査の全体  

像は既に報告2）している。K県A地域は2市  

8町で構成され、広域行政事務組合を設置し  

要介護認定の業務も広域で実施している。こ  

の地域の高齢化率は平均24．8％（23．1％～  

33．1％）で、調査時点は約7600人が要介護認  

定を受けていた。今回は、在宅において介護  

保険の居宅サービスを利用している414名の  

要支援要介護者に焦点を当て、K県A地域の  

高齢者の在宅ケアに関する課題について分析  

し示唆を得たので報告する。  

Ⅲ．研究方法  

1．調査期間   

平成13年1月29日～同年2月2日。平成13年2  

月1日現在での回答を求めた。  

2．調査対象   

K県A地域に所在する事業所の介護保険サ  

ービスの利用者で、事業所のスタッフを通じ  

て文書と口頭で調査主旨を説明し、協力を得  

られた同利用者から557名分の有効調査票を  

回収した。調査対象は、同利用者のうち在宅  

において介護保険の居宅サービスを利用して  

いた414名。  

3．調査方法  

1）回答者抽出方法   

K県A地域内全ての127介護サービス事業  

所を第1次抽出単位、事業所毎の利用者台帳  

Ⅱ．研究目的   

居宅要支援要介護者の介護保険サービス利  

用の現状と評価を明らかにし、K県A地域に  
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を第2次抽出単位とみなし、同台帳より5～6  

名を単純無作為抽出する層化二段抽出方法を  

用いた。  

2）配布回収方法   

サービス事業所に依頼する託送調査法。配  

布は650票、回収は584票。有効調査票は557  

票（施設サービス利用者：143名、居宅サー  

ビス利用者：414名）有効剛又率85．6％。  

4。調査内容と分析方法   

居宅サービス利用者についてサービス利用  

状況、利用料（自己負担）への評価、選択時  

の基準、利用に関する相談・苦情の窓口、希  

望、ケアプランの説明・理解等、利用後の評  

価およびサービス利用者の属性。単純集計・  

百分率算出の後、クロス集計実施。統計にっ  

いてはマイクロソフトエクセル2000を使用し  

た。  

2）居宅サービス種別の要介護度構成  

（図1参照）   

居宅サービス利用者全体の要介護度の構成  

比は、要介護度は「要介護1」が35．2％と群  

を抜いており、次いで「要介護2」が1a．7％、  

「要支授」が13．7％、「要介護4」が11．9％、  

「要介護3」が11．0％、「要介護5」が9．5％と  

なっていた。  

図1居宅サービス種別の要介護度構成（％〉   

また、主要な居宅サービスである訪問介護、  

訪問着護、訪問リハビリテーション、適所介  

護、適所リハビリテーション、訪問入浴介護、  

居宅療養替理指導の要介護度の構成比を見て  

みるとサービス問で異なる特徴的な要介護度  

の構成比を示している。 中でも、同じ訪問  

系のサービスである「訪問介護」と「訪問着  

護」の要介護度の構成を比較してみると、  

「訪問介護」の「要支援」と「要介護1」を  

合わせると43．1％、「訪問着護」は、26．2％と  

なっている。また、「訪問介護」の「要介護4」  

Ⅳ．結 果  

1。介護保険の居宅サービス利用者の現状  

1）年齢階層と要介護度分布（表1参照）   

居宅サービス利用者は、「男性」32．7％、  

「女性」67．3％であり、年齢構成は「80歳～  

85歳未満」が最も多く25．0％、次いで「85歳  

～90歳未満」が18．2％であり、「75歳以上」  

で75．1％を占めていた。「65歳未満」の第2号  

被保険者も4．0％の16名が回答していた。  

年齢階層   要塞援  零介護1  要介逮2  要介護3  要介建4  零介静5  総 計   

65虚来演   1（0．3）  5（1．2）  3（0．8）  2（0．5）  5（1．2）  0（0．0）  16（4．0）   

65飽和70虚栄溶   2（0．5）  4（1．0）  9（2．3）  7（1．7）  5（1．2）  7（1．7）  34（8．4）   

70戯柑75歳来演   7（1．7）  18（4．5）  11（2．7）  7（1．7）  3（0．8）  4（1．0）  50（12．6）   

75歳肘80歳来演  14（3．5）  29（7．2）  11（2．7）  3（0．8）  2（0．5）  8（乱0）  67（ま6．7）   

38（9．5）  21（5．2）  10（乱5）  12（3．0）  6（1．6）  100（25．0）   

26（6．5）  11（慧．7）  7（1．7）  8（2．0）  7（1．7）  73（i8．2）   

4（1．0）  21（5．慧）  9（2．3）  6（2月）  ま3（3．2）  6（1．5）  6旦（15．2）   

総 計   55（1乱7）  14日35．2）  75（18．7）  44（1ま．0）  鯛（1呈．9）  38（9．5）  401（100．0）   

衰1年齢階層と要介護度構成（年齢無回答13名を除く）  ＊（）内は％  
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と「要介護5」を合わせると28．0％、「訪問  

着護」は44．7％となっており、「訪問介護」  

の利用者は、「訪問着護」に比べて「要支  

援・要介護1」の利用者が多く、「訪問着護」  

は「要介護4・要介護5」の利用者が多い傾  

向となっている。  

3）世帯構成と居宅サービス利用状況（図2参照）   

居宅サービス利用者全体の世帯構成は「子  

供等との同居世帯」が56．9％、「夫婦のみの  

世帯」が20．7％、「一人暮し世帯」が18．2％、  

「その他の世帯」は4．1％であった。「介護者  

がいる者」は79．4％、「介護者がいない」と  

回答したものは20．6％であり、「家族以外の  

支援者がいる者」は42．8％、「支援者がいな  

いという者」は57．2％であった。   

要介護度の構成比同様、主要な居宅サービ  

スである訪問介護、訪問着護、訪問リハビリ  

テーション、適所介護、適所リハビリテーシ  

ョン、訪問入浴介護、居宅療養管理指導の世  

帯構成比を比較してみるとサービス種類間で  

異なる特徴的な世帯構成比を示している。同  

じ訪問系のサービスである「訪問介護」と  

「訪問看護」の世帯構成比を比較してみると、  

「訪問介護」の「一人暮らし世帯」は32．5％、  

「訪問着護」は、11．3％となっている。また、  

「訪問介護」の「子ども等との同居世帯」は  

38．7％、「訪問着護」は58．2％となっており、  

「訪問介護」の利用者は、「訪問着護」に比べ  

て「一人暮らし世帯」が多く、「訪問着護」  

は「子ども等との同居世帯」が多い傾向とな  

っている。  

4）利用料の経済的負担感について（図3参照）   

利用料の自己負担平均月額は約10，273円で  

あり、ほとんどが1万円未満と1～2万円未  

満に集中していた。また、利用負担額は利用  

している居宅サービス量・内容からみて「お  

おむね妥当」とする者が61．8％で多く、「高  

い」は14．6％、「分からない」は12．6％、「安  

い」は10．9％、であった。利用負担額に対す  

る経済的負担感について「日常生活を送る上  

で負担になっているか」と問うたところ、  

「負担になっていない」と答えた者が5臥3％  

で多く、次いで「やや負担になっている」  

23．2％、「負担になっている」18．4％の順で回  

答があった。   

また、主要な居宅サービスである訪問介護、  

訪問着護、訪問リハビリテーション、適所介  

護、適所リハビリテーション、訪問入浴介護、  

居宅療養管理指導の利用料に対する経済的負  

担感の構成を見てみると、「負担になってい  

ない」と回答した利用者は、「訪問リハビリ  

テーション」62．0％、「適所介護」61．5％とな  

っており、他のサービスと比較して経済的負  

担感が少ないと感じている傾向にあることが  

検出された。  

図3居宅サービス種類別経済的負担感の構成（複数回答：％）  

2．利用している介護保険サービスについて  

1）利用している居宅サ匝ビス種類（図4参照）   

複数回答で多い順に「訪問介護」、「適所介  

護」、「適所リハビリテーション」、「適所介護」  

「訪問着護」を利用していた。平均で1．95種  

類のサービスを組み合わせてサービスを活用  

していることがわかる。  図2居宅サービス利用者の世帯構成（％）  
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4）利用にあたっての相談窓口（図7参照）   

「利用にあたっての相談窓口」の有無につ  

いては、91．7％が「ある」と回答し、残り  

7．8％が「ない」と回答した。相談窓口が  

「ある」と回答した者のその相手は、多い順  

に「介護支援専門員」64．0％、「事業所のス  

タッフ」が40．5％、「家族・友人」が31．8％、  

「市町村」は6．0％であった。  

図4居宅サービスの利用状況（複数国沓  

2）サービス事業者の選択で重視するEと  

（図5参照）   

既に現在サービス利用中であるが、あえて  

「サービス事業者を選ぶ上で重視すること」  

として複数回答で問うたところ、平均して2  

つの回答を選択していた。多い順に「職員の  

対応」・「サービス内容」・「所在地」・  

「介護支援専門員からの推薦」を重視してい  

た。  
図アサービスを利用する上での相談窓口（複数回答）  

3．居宅サゎビス計画について  

1）ケアプラン内容の理解度   

自分のケアプランを「理解している」とし  

た者は38．6％、「ほぼ理解している」、38．7％、  

合わせて77．3％が理解していた。一方、「よ  

く知らないが介護支授専門員の勧めに従っ  

た」という選択肢は22．5％が選んでいた。  

2）ケアプラン内容の満足度   

ケアプランに対して満足しているかについ  

ては、「満足している」とした者は58．4％、  

「ほぼ満足している」39．4％、合わせて97．8％  

が満足していた。「満足していない」と答え  

た者は2．2％であった。  

3）ケアプラン内容への意見の反映   

ケアプランに自分や家族の意見が取り入れ  

られたかについて、「ほい」と答えた者  

86．8％、「いいえ」が3．5％、「わからない」と  

した者が9．7％であった。  

4．介護保険サービス利用後の評価  

1）介護保険開始後の利用度の変化   

介護保険開始前と比較しサービス利用に変  

化があったかについて、「ほとんど変わらな  

い」41．6％、「全体的に見て増えた」33．7％、  

7・その他圏18  

6．喀貝の対応      5．串寮者の所在地  
4．閉りの利用者の評判   3．啓発者の信用度・知名度  

2．サービス内容   

1．介籍支援審門周からの推璃  

l  1  

0  ＄0  100    150  200  

図5居宅サービス事業者を選ぶ上で重視すること（複数回省  

3）サービス事業者に求めること（図6参照）   

「現在利用しているサービス事業者に求め  

ること」に対しては、平均1．6の回答数であ  

った。内容は、「職員の対応」が一番多く  

57．2％が回答し、次いで「他の医療機関との  

連携」44．7％、「施設設備が整っていること」  

29．0％、「施設が清潔なこと」24、2％と続いて  

いた。  

図6硯在利用しているサービス事業者に求めること（複数回笛  

山170山   



TheJournalofKyushuUniversi【y ofNursingandSocialWelfareVol．5No．1Mar．2003  

「以前は利用していなかった」20．2％、「全体  

的に見て減った」4．5％であった。  

2）介護保険サ匝ビスを利用後の評価   

介護保険サービスを利用してよかったと思  

うことがあるかについてほ、97．3％が「ある」  

とし、「ない」は2．6％であった。「ある」の  

理由として複数回答で平均2．6個挙げており、  

「人と接する機会が増えた」64．7％が一番多  

く、次いで「生活がしやすくなり快適になっ  

た」41．8％、「心身ともにストレスが解消さ  

れた」36．8％、「近所の人や家族の手を煩わ  

せなくなった」33．8％の順に多かった。  

高い分布が検出された。これは、高い要介護  

度とともに医療的ニーズを持つ利用者の存在  

が予想され、同時に、同じ医療系訪問サービ  

スである「訪問リハビリテーション」につい  

ても同様の傾向が検出され、同様のニーズが  

存在するものと思われる。  

2）訪問系サービスと適所系サービスの要介  

護度構成比較（図1参照）   

訪問系サービスと適所系サービスの要介護  

度構成を比較すると、訪問系サービスに移動  

が困難な要介護度の高い層（要介護3～5）  

の存在が明らかに多く検出された。各サービ  

ス利用者の要介護度3～5の構成を見てみる  

と「訪問入浴介護」が73．0％、「訪問着護」  

が59．1％、「訪問介護」が40％となっている。  

一方、適所系サービスは移動が比較的容易な  

要介護度の低い層（要支援～要介護2）の存  

在が多く、「適所介護」が78．5％、「適所リハ  

ビリテーション」が75．0％となっている。  

（サービスの機能と総量にもよるが）逆説的  

に考察した場合、要介護度が重い故に外出の  

機会も少ない訪問系サービスの利用者のサー  

ビス利用状況と介護・生活上のニーズを精査  

する必要性がある。ニーズによっては要介護  

者の外出の機会創出や要介護者とともに外出  

の機会の少ない介護者のレスバイトケア等の  

精神的・社会的支援についても検討の必要性  

が伺えた。  

3）要介護度◎サービス種類別の世帯構成比  

較（図2参照）   

要介護度と世帯構成のクロス集計結果から  

は、「子ども等との同居世帯」に要介護度3  

～5の利用者が集中していたことから、介護  

力のある家族との同居の場合は要介護の高い  

状態であっても、在宅での生活が維持されて  

いることがわかる。しかし、一方で家族介護  

者・家族以外の支援者が双方ともいないとし  

た回答が、居宅サービス利用者中12％存在し、  

Ⅴ．考 察  

1．介護保険の居宅サービス利用者の現状に  

｝っいて   

この地域の介護保険サービス利用者の現状  

は、厚生労働省の調査3）による全国の状況と  

比較した場合、要介護認定率（平成13年末）  

は14．8％であり全国より高い割合であった。  

また、世帯構成は厚生省の調査4）との比較に  

おいて、「ひとり暮らし世帯」はほぼ同様で  

あったが、「子供等との同居世帯」が全国よ  

り6ポイント多く、「夫婦のみ世帯」が5ポイ  

ント少なかった。  

1）訪問系サービスの要介護度比較（図1参照）   

居宅サービス訪問系のサービスである「訪  

問介護」と「訪問着護」の要介護度の構成を  

比較してみると、「訪問介護」の「要支援」  

と「要介護1」を合わせると43．1％、「訪問  

着護」は、26．2％となっている。また、「訪  

問介護」の「要介護4」と「要介護5」を合  

わせると28．0％、「訪問着護」は44．7％となっ  

ている。   

福祉系訪問サービスである「訪問介護」に  

要介護度の低い生活支援ニーズを持つ利用者  

が多く検出された。また、医療系訪問サービ  

スである「訪問者護」には要介護度が比較的  
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地域の社会資源や介護保険サービスに頼らざ  

るを得ない高齢者の実像も浮かび上がった。  

また、サービス種類別に世帯の構成を比較す  

るとサービス間に異なる世帯構成比を示す結  

果が検出された。同じ訪問系のサービスであ  

る「訪問介護」と「訪問着護」の世帯構成比  

を比較してみると、「訪問介護」の利用者は、  

「訪問着護」に比べて「一人暮らし世帯」が  

多く、「訪問介護」が介護者のいない利用者  

の生活支援機能を果たしていることが考えら  

れる。また、「訪問着護」「訪問リハビリテー  

ション」の利用者は「子ども等との同居世帯」  

と「夫婦のみの世帯」を合わせると85％を超  

える数値を示していることから、要介護度の  

高い同サービス利用者は、医療系サービスを  

受けながら家族が介護者としての役割を果た  

すことで、在宅生活が可能となっている状況  

が予想される。長期化することが明らかな5）  

在宅生活の担い手である家族介護者層に対  

し、有用な精神的・社会的支援の方策を講じ  

る必要性が問われる領域である。現場の医  

療・福祉関係者は、利用者の顔の見えるデー  

タを把握し、取り扱うことが可能である6）。  

現場の医療・福祉関係者には、官民関係機関  

との連携を図り、その特性を生かして地域の  

課題やニーズを把握し、地域診断を適切に行  

い、その地域にあった保健医療政策を展開し  

ていくことが求められる7）領域ではないかと  

考えられる。  

2．利用している介護保険サービスについて   

対象の利用者は平均して1．95種類の居宅サ  

ービスを利用しており、適所系サービス（適  

所介護・適所リハビリテーション）が合わせ  

て7割を超え、K県県庁所在市における同様  

の調査8）の約5剖より多かった。しかし、訪  

問系サービス利用が他地域に比べ少ないわけ  

ではなく、約4割が訪問介護サービス、約2  

剥が訪問着護サービスを利用している。一方  

K県庁所在市は、訪問介護サービス利用者は  

3剖強、訪問着護サービス利用者は1割に満  

たず、この地域では複数のサービスを組み合  

わせ利用する傾向が高いことが示唆された。   

サービス事業者を選ぶ上で重視すること  

も、現在利用のサービス事業者に求めること  

では「職員の対応」が重視されていたことか  

ら、サービスの直接的提供者の質に対する期  

待が大きいことがわかり、職員に対する技  

能・接遇等の資質向上に関わる教育の必要性  

が求められている。   

サービス利用にあたっての相談窓口は、介  

護支援専門員が機能しており、制度化されて  

間もない資格であるにもかわらず利用者に認  

識されていることが伺われた。反面、既に介  

護保険サービスを利用している対象であった  

ためか、行政（市町村）はほとんど相談窓口  

として認識されておらず広報活動などに改善  

が必要である。  

3．ケアプランとサービス利用後の評価につ  

いて   

自分のケアプランについては8剖近くが理  

解していたが、一方、「よく知らないが介護  

支援専門員の勧めに従った」が2剖を超えて  

いた。理解のあり方には関係なく、その計画  

内容にほとんどの利用者が満足し、計画内容  

に自分や家族の意見が取り入れられたと9割  

近く回答したことは、介護支授専門員への信  

頼や直接のサービス提供者への信頼が影響し  

ていると思われ、この地域のケアプランにお  

けるインフォームド・コンセントは進んでい  

ると言える。   

介護保険サービスを利用してよかったとほ  

とんどが回答し、その理由では「人と接する  

機会が増えた」「生活がしやすくなり快適に  

なった」「心身ともにストレスが解消された」  

などの自分自身のQOLに関係することが上  

位を占めた。自己選択・自己決定権に関わる  
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不可欠である。  

6．自己負担額が経済的負担になっている者  

も4割ほどおり、国や保険者は配慮が必  

要である。  

以上のことが明らかになり、この地域の関係  

機関や調査協力事業所にこの研究結果を還元  

した。今後は要介護度別・利用サービス別等  

の詳細な検討と、要介護認定者でサービス未  

利用者の実態調査などが課題として残されて  

いる。  

「サービス事業者を選べるようになった」「サ  

ービスを選べるようになった」を選択した者  

は少なく、介護保険の理念のひとつである高  

齢者の自己選択・自己決定についてはあまり  

重視されていない傾向であった。「家族との  

人間関係がよくなった」を選ぶ者も少なく、  

在宅での制度実施の効果としては、利用者自  

身のQOL向上に反映されていることが示唆  

された。  

Ⅵ．結論と今後の課題   

K県A地域における居宅要支援要介護者の  

介護保険サービス利用の現状と評価を分析し  

た結果、  

1．「職員の対応」が利用者のサービス選択  

において現在求めることでも一番重視さ  

れており、職員の資質向上が求められて  

いる。  

2．相談窓口として「介護支援専門員」が多  

くの利用者から認識され、「行政（市町   

村）」はほとんど認識されていない。今   

後、①相談窓口機能としての「介護支援   

専門則の教育・研修、②利用者から見  

た「行政（市町村）」、「事業者」、「介護   

支援専門員」の役割・機能の明確化が求  

められる。  

3．ケアプランに当事者の意見が取り入れら  

れたとほとんどが捉えていた。しかし、   

一部ケアプランに当事者の意見が取り入  

れられていない等の回答があった。本内   

容は制度上において必須事項であること  

から、継続的努力が必要である。  

4．介護保険居宅サービス利用の効果は、利  

用者自身のQOL向上に反映されてい  

る。  

5．家族介護者・家族以外の支援者ともにい  

ない者が1割以上おり、社会資源の開発  

や介護保険サービスの適切な提供が必要  
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AresearehonthetlSeOftheservices払rLongtermCareInsuraeei‡lA盈rea  

－Abotltthe輯omee昆reSerVieetlSer－  

Shigeko Shono  甘attlmi甘alもeZOnO  

Abstract   

Theresultof”investlgationabouttheelderly－Care－insuranceselViceuseintheAriakearea‖whichthe  

Ariakeareamedicalcarewelfarecooperationconference‖Elderly subcommittee”conductedis  

reportedtotheKyushuUniversityofNul◆SingandSocialWelfarebulletinlastyear．  

Itwasfunctionlng thatcoITeSPOndenceoftheperSOnnelisthoughtasimportantbyserviceselection，  

manyCare－Managers arerecognizedasaconsultationwindow，thedegreeofcomprehensionandthe  

degreeofsatisfactionofacareplanarehigh，andtheeffectofelderly－Care－insuranceserviceuseis  

reflectedintheimprovementinQOLofauserthistimewhenitfocussontheHomecareserviceuser  

andthepresentconditionandevaluationaboutelderly－Care－insuranceuseareanalyzed，e［c．Andin  

generaleffbctively・Ontheotherhand，italsobecameclearthosetheamountofindividualcoverageand  

Whosepremiumareeconomicalburdens，andthatitisabout40perCent．  

Key woTds：“Long term CareInsurace”   Home care services  

Home care services for the Elderly Care－Managers  
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